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災害・事故時における
化学物質対応に係る情報共有の在り方

－好事例の紹介－

化学物質と環境に関する政策対話事務局
（みずほ情報総研株式会社）
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１．災害・事故時の化学物質管理に係る議論の背景



１．災害・事故時の化学物質管理に係る議論の背景
（化学物質の事故につながる災害の事例）

 化学物質の事故につながる自然災害として、「地震」「台風」「大雨」「火山噴火」等があるが、例えば地震発生時には、次に
示すような被害が生じる可能性がある。
① 薬品棚などの転倒、容器同士の衝突による容器の破損による、化学物質の漏えい
② 漏えいした化学物質の吸引、接触などによる人体への影響
③ 漏えいした化学物質による酸欠
④ 漏えいした化学物質同士の接触による発火、有毒ガスの発生
⑤ 漏えいした化学物質と、空気や水との接触による発熱、発火
⑥ 静電気や火器などによる漏えいした化学物質の引火

出典：東京都「化学物質を取り扱う事業者のための震災対策マニュアル」

 実験台においてあった金属リチウムが入ったTHF
（テトラヒドロフラン）のフラスコに棚から落下し
た瓶が衝突し、フラスコが破損。実験台隅の恒温槽
から漏れた水と金属リチウムが摂食し、発火。

 初期消火を試みたが、流出したアルコールやベンゼ
ンなどの有機溶剤に引火し、延焼火災となった。

宮城県沖地震
（1978年）

釧路沖地震
（1993年）

阪神淡路大震災
（1993年）

十勝沖地震
（2003年）

東日本大震災
（2011年）

 木製の薬品棚に設置していた転落防止柵の高
さが不十分であったため、有機系化学物質、
無機系化学物質が入った瓶が落下。

 床面で化学物質が混合することで、発熱・発
煙し、付近の可燃物に着火、延焼拡大した。

 大学及び事業所内計3箇所で、保管されていた化学物
質によると考えられる火災が発生。ある大学では、
有機化学系の研究室100m2が消失。

 大学や中学校において、金属ナトリウムと水との反
応によるものや、硝酸と他の化学物質の混合と推定
される火災が発生。

 有機系化学物質等が入った瓶が、転倒や落下で破損。
発生した可燃性ガスに、何らかの火源により引火し
火災が発生。

 製油所の原油タンクから火災が発生・炎上。
 また2日後には、ナフサを貯蔵している別

のタンクが炎上。
 さらに、震災によってベンゼンも大気中に

排出。

 PCB含有廃トランスが保管されていた倉庫が津波に流され、敷地から数百メートル
の地点で発見、周辺土壌に油漏れが確認。

 地震動により、機械に入れられていた薬液がこぼれだし、漏えい事故が発生。
 地震動により、作業場内の危険物収容器（タンク）から溢れだした希釈混合物の一

部が敷地外の排水溝などに流れ出る漏えい事故が発生。
 地震動によりこぼれ出したドラフトチャンバー内の濃硫酸とアルコールが混合し、

発熱・発火することで、火災が発生。
 液化石油ガス（LPG）の支柱が座屈し、LPGタンク本体が倒壊するとともに、近接

する複数の配管が破断。そこから漏えいしたLPGが拡散し、火災が発生。火災が延
焼したことにより、複数のLPGタンクが爆発することで、被害が拡大。
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 災害時の化学物質の漏えい等に備えて体制を整備する必要性

地方公共団体数

災害時の化学物質の漏洩に備えた体制
整備のニーズは高い（95%以上）

 調査目的：災害時の化学物質対策を検討する際の基礎調査として、地方公共団体の対策
の実施状況や今後の取組に関する意識を調査したもの

 調査実施期間：2018年11月１日～11月12日

 調査対象：届出経由事務を担当する地方公共団体（都道府県47＋政令指定都市等66＝合
計113）に対して、アンケート調査により実施（うち有効回答数109件）

（参考）「災害時における化学物質対策に関する調査」概要について
（平成30年度、環境省）
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２．第10回政策対話での議論（振り返り）



 第10回政策対話における主な御意見は以下の通り。
（産業界）

事故時には、散水による消火活動によって問題が広がるケースもあることから、周辺住民に被害が及ばない
ように、様々なケースを想定した消防関係者も含めた情報共有が必要。

中小企業における化学物質管理と、周辺住民や行政、消防関係者への情報提供については課題。

（学識経験者）
消防法で対象となる化学物質は、毒物・劇物が中心。一方で、PRTRは慢性毒性あるいは環境への影響が中
心であり、情報共有といってもPRTRでカバーで全てカバーできていない。この点について一度整理した上
で議論する必要があるのでないか。

化学物質事故について、「単なる漏えい」なのか「漏えいした後に爆発等した場合」なのか分けて考えるべ
き。

工場での事故に限らず、「化学原料の輸送中の事故」も含む、スコープを広げた議論が必要。

（市民団体）
化学物質の事故というと大規模な化学工場の事故を想定しがちだが、地域性が重要。
一定の範囲内に、どのような化学物質が、どの程度あるかと言う情報は、町内会も把握していないのが実態。
こうした地域内にある化学物質とその存在量、防災対策として周辺住民に求める行動等については、行政を
通じて町内会へ情報提供を行う等の体制が必要。

 第10回政策対話においては、災害対策基本法に基づく地域防災計画や化学物質事故の
ライフサイクル別対応法体系の整理結果に基づき、以下の論点で議論が行われた。
 住民、事業者、行政の間の情報共有は、どのようにあるべきか。
 関係機関間の平時から共有すべき情報とは、どのようなものか。
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３．今回（第15回）の議論におけるスコープの整理



３．今回（第15回）の議論におけるスコープの整理
（各ライフサイクルと災害・事故時の化学物質対策）

 第10回政策対話での議論をふまえ、各ライフサイクルと災害・事故時の化学物質対策
について以下の通り整理（論点については後述）。

化学物質の火災・爆発・健康への有害性等

使用
（事業所以外）

使用
（事業所）

輸送

製造

廃棄・
リサイクル

化学物質の漏えい

＜自然災害による原因＞
地震、大雨、台風、火山噴火、雪害、津波

＜管理不足による原因＞
反応暴走、オペレーションミス、

施設の老朽化、知識不足

保管
（事業所）

保管
（事業所以外）

輸送

輸入

どのライフサイク
ル段階での事故
か？

事業所での事故か、
それ以外（大学、家

庭等）での事故か？

原因は、自然災害
か、管理不足によ
るものか？

漏えいした化学物質は
爆発の可能性があるか？

事業所や敷地内の
漏えいか、自然環
境への漏えいか？

事業所規模はどう
か？

放水による消火活動が可
能か？ 9
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 災害・事故等に係る化学物質管理については、時系列で考えると以下３つの
フェーズがあると考えられる。

①発生防止

フェーズ

②被害拡大防止

フェーズ

③対策の横

展開・一般

化フェーズ

３．今回（第15回）の議論におけるスコープの整理
（災害・事故対応におけるフェーズ）

①事故が発生しないように
予防的に取り組むもの

②災害･事故発生後に、
その被害が拡大しないよう
準備・対処するもの

③過去の災害・事故への
対応を検証し、
他の地域や将来に向けて
備えるもの

緊急時

平常時



市民企業行政
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３．今回（第15回）の議論におけるスコープの整理
（各フェーズにおける各主体・主体間連携の取組）

①発生防止

フェーズ

②被害拡大防止

フェーズ

③対策の横展開・

一般化フェーズ

研究機関

避難訓練

取扱う化学物質に
関する報告

企業の化学物質
管理の把握

災害・事故時の影響
シミュレーション手

法の開発 情報公開 情報収集

管理制度
の見直し検討

避難指示 避難

消防関係者への情報提供・連携

事故原因、防止策管
理の在り方見直し

市民科学者として
の参加

＜取り組み主体別、各フェーズの取組（例）＞

法規制等に基づく化学物質の適正管理、災害・事故発生時の対応準備

緊急時

平常時

平常時

リスクコミュニケーションの実施（地域対話の実施）

状況判断

事故発生の把握

残留化学物質の除去
対策技術の開発

災害・事故時に活
用可能な情報基盤

の整理

災害・事故時の影響
シミュレーションの

実施

消防団、ボラン
ティアとしての消

火活動参加

過去の災害・事故の経緯の把握、検証

災害・事故発生後に環境に残留する化学物質のモニタリング

残留化学物質の除
去・浄化

避難方法の再確認

異常検知、
事故発生の報告

ヒヤリハット事例の
勉強会

被災中小・零細事業者への
相談窓口設置

多言語対応防災情
報の整理



過去の災害・事故の経緯の把握、検証

①発生防止

フェーズ

②被害拡大防止

フェーズ

③対策の横展開・

一般化フェーズ

地域のモニタリング
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危険物輸送時の安
全確保指示

輸送事業者による
運行計画作成

製造事業者による
管理計画策定

用法・用量を遵守
した使用

自治体ルール等に基
づく分別・廃棄

GHSラベル等による労働安全徹底

＜化学物質のライフサイクル別、各フェーズの取組（例）＞

管理計画等の改訂 意図しない使用に関する
情報収集

設備・製品設計の見直し

消防活動（情報収集・情報提供含む）

周辺住民の避難、消防団、ボランティアとしての消火活動参加

使用事業者による
管理計画策定

緊急時

平常時

平常時

製造・保管 輸送 使用
廃棄・
リサイクル

市民 研究機関

行政企業

災害・事故時に活用可能な情報基盤の整理

災害・事故時の影響シミュレーション手法の開発

事業所のリスク評価実施

取扱事業者への
管理計画策定指示

異常検知・自己発生報告 → 事故発生の把握

３．今回（第15回）の議論におけるスコープの整理
（各フェーズ・各ライフサイクルにおける各主体・主体間連携の取組）



４．論点
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４．論点

 各主体が連携し防止効果を高め、迅速な災害・事故対応をするため

に、事前に把握しておくべき情報や、主体間で取り決めておくこと

として、どのようなものがあるか？

（災害・事故時の体制構築・役割分担、教育・訓練、避難経路・場所の確認、

化学物質の漏えい範囲の予測等）

 事故発生直後に化学物質に関して優先的に主体間で共有すべき情報

としてどのようなものがあるか？

（避難方法、被害拡大防止の観点、二次災害防止の観点、復旧の観点等）

 発生した事故の原因を解明・検証し、未来の災害・事故防止に

活かすために、どのような情報や追跡調査が必要か？

①発生防止
フェーズ

②被害拡大防止
フェーズ

③対策の横展開・
一般化フェーズ
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